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Regarding the assessment of efficiency against the impact of diamond shaped 

braided steel net, it has been done by comparing absorbing energy and 

impacting energy till now, the former is calculated based on the geometric 

relational expression between tensile strength and the structure of the net. 

In this paper, we described the comparison between absorbing energy which is 

calculated and the results of full-scale test that was implemented for various 

impact energy levels of steel structure against the special diamond shaped 

braided steel net which has inserted straight wire. Based on results, we 

examined and evaluated the mechanism of energy reduction on the special net. 
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1．はじめに 

 

日本においても竜巻の被害は一年当たり約25件 1)（2007

～2015 年，海上竜巻は除く）の頻度で観測されており，

時には大きな被害をもたらしている．これまで北海道佐

呂間町（2006年）や茨城県つくば市（2012年）の F3竜

巻を始め，いくつかの竜巻では死傷者，住宅損壊などの

被害が確認されている 2)．こうした背景を受け，日本の

原子力発電所においても竜巻の被害から原子炉の安全上

重要な施設を防護することを目的として，防護対策を図

っている．竜巻により発生する被害の中に飛来物の衝突

が想定され，対策の一つとして鋼製ワイヤネットを用い

た飛来物の捕捉が検討されている．これまでいくつかの

試験・評価が行われており，電力中央研究所の白井らは

ひし形編み込み鋼製ネットについて限界吸収エネルギー

を用いた性能評価方法を提案している 3)．これによりネ

ットについて限界吸収エネルギーを用いた飛来物捕捉の

性能評価が可能となった． 

 一方，ひし形編み込み構造と類似構造のネットについ

ても，竜巻対策に用いることができる可能性があるが，

その場合には，構造の違いを踏まえ，ひし形編み込み構

造で評価されている限界吸収エネルギーとの差異を確認

し，適用可否を判断する必要がある．また限界吸収エネ

ルギーを用いた評価では，飛来物側の変形等が考慮され

ていないため実際の竜巻飛来物衝突現象に対して保守的

な評価であると推定されるが，その影響は明らかにされ

ていない． 

 本報告では，ひし形編み込み鋼製ワイヤネットに対し

て，網目部にストレートワイヤを通した類似構造ネット

（TECCO ネット）を用いて衝突試験を行った．試験で

は衝突物を白井らの評価に基づく「限界吸収エネルギー

未満」，「限界吸収エネルギーを上回る」エネルギーのそ

れぞれで衝突させることにより評価手法の裕度を確認す

るとともに，衝突後のネットおよび衝突物の確認を行い，  
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表－1 設計対象の飛来物諸元 

飛来物種別 鋼製材 足場板 

飛来物形状 0.2m×0.3m×4.2m 0.25m×0.04m×4.0m 

飛来物速度 12.636m/s 58.315m/s 

飛来物質量 135kg 14kg 

飛来物エネルギー 11.0kJ 24.0kJ 

 

表－2 試験に使用する衝突物 

衝突物種別 鋼製材 足場板 

衝突物形状 0.2m×0.3m×4.2m 0.25m×0.04m×4.0m 

衝突物速度 12.636m/s以上 28.2m/s 

衝突物質量 135kg以上 61kg以上 

衝突物エネルギー 11.0kJ以上 24.0kJ以上 

 

吸収エネルギー評価式に対する追加項目としてストレー

トワイヤの摩擦力について検討した．また，飛来物の種

別による影響や複数回の飛来物衝突に対する吸収エネル

ギー評価結果との比較を行った． 

 

2. 試験に使用するネットの特性ならびに衝突物 

 

2.1 防護ネット 

本試験に使用したネット（TECCO ネット）の形状寸

法を図－1 に示す．TECCO ネットは，素線径 4mm，引

張強さ 1,770N/mm
2の硬鋼線を 83mm×130mm のひし形

状に編み込んだ異方性を有したネットであり，主に展開

方向で荷重を受け持つ．また，メッシュ交点部にネット

ひし形部と同径，同強度の素線（ストレートワイヤ）を

挿通して構成されている．  

 

2.2 ネット試験体の構造 

 本試験におけるネット試験体の構造を図－2に示す． 

 ネットはシャックルを介してフレームドロープに固定

され，フレームドロープは架構に巻き付けた固定用ロー

プと接続される構造とした．また，ネット端部は 3～4

メッシュ間隔でフレームドロープに固定し，ロープ並行

方向に自由度を有している．なお，一部試験ではフレー

ムドロープにブレーキリング付属のワイヤロープを使用

している．ここでブレーキリングとは鋼管をリング状に

した構造で，鋼管内をワイヤロープが挿通しており，ワ

イヤロープに張力が作用すると絞られるように変形して

エネルギーを吸収する部材を指す． 

 

2.3 衝突物 

 試験に使用する衝突物は，表－1 に示す設計対象の飛

来物より選定した．設計対象の飛来物は，原子力規制庁

が定める『原子力発電所の竜巻影響評価ガイド』4)を参

考に発電所内に存在すると思われる一般的な建材を抽出

し，速度については過去の竜巻の観測事例を踏まえ，風 

 
図－1 TECCOネット形状寸法 

 

 

図－2 ネット試験体の構造  

 

   

図－3 試験衝突物（左：鋼製材，右：足場板） 

 

速 100m/s の竜巻を想定しフジタモデルで飛散させた場

合の結果に基づき設定している． 

試験に使用する衝突物は，クレーンを用いた自然落下

方式において落下高さに限度があることから，必要な速

度が確保されない場合には衝突エネルギーが等価となる 
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図－4 衝突物落下方法 

 

 
図－5 衝突物落下速度計測方法 

 

 

図－6 高速度カメラによる衝突物撮影状況（鋼製材） 

 

ように質量を増加させた（表－2および図－3参照）．ま

た，衝突物の質量を増加させる際には衝突物の長さおよ

び先端形状（先端から 1.0m）は設計対象の飛来物と同じ

仕様とし，質量増加用鋼材は落下時の重心が安定するよ

う配置した．さらに，鋼製材は一般的な角形鋼管と先端

を斜めに切断（エッジ加工）した 2種類を使用した．な

お，衝突物には加速度計を取り付けているが，ネット衝

突時に加速度計が損傷することを防ぐため，先端より

0.5m以上離れた位置に取り付けるものとし，特に先端変

形が大きいと推測される足場板は 1.0m 離れた位置とし

た． 

 

 

 

図－7 落下高さ計測方法 

 

 
図－8 計測部材 

 

表－3 計測方法一覧 

項目 計測方法 図番号 

落下速度 

衝突物に貼り付けたターゲットが

通過する速度を高速度カメラにて

計測した画像より算出 

図－5 

ネット 

変形量 

飛来物に貼り付けたターゲットの

軌跡を高速度カメラにて計測し，そ

の結果を基にネット変形量を導く 

図－6 

落下高さ 

衝突物上部付近に取り付けたミラ

ーと地盤高との関係性をトータル

ステーションにより計測 

図－7 

フレームド 

ロープ張力 

ロープ端部に校正済みのひずみ計

測用部材（テンションバー）を取り

付け，衝突時に計測したひずみによ

り張力を導く 

図－8 

加速度 
衝突物に取り付けた加速度計によ

り計測 
図－8 

 

3. 試験内容 

 

3.1 試験目的 

 本試験は鋼製材を用いた試験と足場板を用いた試験の

2種類に区分され，それぞれ実施の目的が異なる． 

(1)鋼製材を用いた試験 

同一ネットへの複数回衝突の捕捉性能を確認すること，

TECCO ネットの限界捕捉性能の確認を行うことを目的

とした． 

(2)足場板を用いた試験 

ネット衝突時における足場板の挙動を確認するととも

に，既往の知見 5)が無いネット 3枚重ね，および 4枚重

ねの有効性を確認することを目的とした． 
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表－4 試験ケースおよび試験結果（試験番号 1～4） 

試験区分 鋼製材を用いた試験 

試験番号 1 2 3 4 

ネット寸法(m) 2.407×2.470 2.407×2.470 2.407×2.470 2.407×2.470 

ネット枚数(枚) 2 2 2 2 

衝突回数(x回目) 1 2※
4
 1 1 

ロープ本数 
1辺当たり 1 1 1 1 

合計(4辺当たり) 4 4 4 4 

ブレーキリング 6)の有無 無 無 無 無 

ネット端部※2の接続交点 56 56 56 56 

衝突箇所 中央 中央 中央 中央 

テンションバーひずみ計測 有 有 有 無 

衝突物諸元 

種類 鋼製材 鋼製材 鋼製材(エッジ) 鋼製材 

幅(m)
 ※1

 0.30 0.30 0.30 0.30 

高さ(m)
 ※1

 0.20 0.20 0.20 0.20 

長さ(m)
 ※1

 4.20 4.20 4.20 4.20 

質量(kg)
 ※1

 197.0 196.0 191.0 693.0 

落下高さ(m)※
1
 9.287 45.213 9.191 25.069 

衝突速度(m/s)※
1
 13.30 29.00 13.40 22.10 

衝突時のネット変形量(m)
 ※1

 0.941 1.079 0.944 2.267 

ネット端部 
破断数(割合)

 ※1
 0(0%) 12(21%) 0(0%) 33(59%) 

残存数(割合)
 ※1

 56(100%) 44(79%) 56(100%) 23(41%) 

捕捉の可否 捕捉可 捕捉可 捕捉可 捕捉可 

総入力エネルギー(kJ)
 ※3

 19.2 84.5 18.9 184.6 

評価式による限界吸収エネルギー(kJ) 45.6 45.6 45.6 45.6 

ネットの有効交点数(箇所) 12 12 8 12 

評価式による交点 1点当たりの荷重(kN) 3.0 14.0 4.4 28.9 

交点 1点あたりの破断強度(kN) 22.5 22.5 22.5 22.5 

※1 実測値を示す． 

※2 ネット端部とは，シャックルを介してフレームドロープと接続した箇所を示す． 

※3 総入力エネルギーとは，ネット衝突時の衝突物の運動エネルギーと衝突後のネット変形量における位置エネ

ルギーとの和を示す． 

※4 試験番号 2は試験番号 1のネットを無補修の状態で再衝突させたものである． 

 

3.2 衝突物落下方法 

図－4 に本試験における衝突物の落下方法を示す．落

下方法は，衝突物をクレーンで吊り上げ，油圧で作動す

る脱着装置により切り離し落下させた．本試験における

衝突物の落下高さは，クレーンの性能から 9m～45m の

範囲内とし，衝突物の質量に応じて，必要な衝突エネル

ギーが確保できる高さに設定した．ここで，落下高さと

は衝突物の下端部から架構天端間の高さを示している． 

また，目標位置に確実に衝突させるため，および衝突

物の飛散防止のために，衝突物はクレーンから地盤間に

取り付けたガイドロープを通して落下させた． 

 

3.3 各種計測方法 

衝突物の落下速度，ネット変形量，落下高さ，ロープ

張力，加速度については，それぞれ表－3，図－5～8 に

示す方法で計測を実施した． 

 

3.4 試験ケース 

表－4 および表－5 に各試験ケースの衝突物諸元およ

び試験結果を示す．衝突物は図－3 に示したように大き

く分けて 2種類に区分されるが，各ケースで衝突物質量

は異なる．試験に使用するネット寸法およびネット枚数

は白井ら作成のネット評価式 3)
 におけるエネルギー吸

収の評価式および貫通性能の評価式を用いて，ネットが

衝突物を捕捉可能な仕様として設定した．各評価式を(1) 

～(3)式に示す． 

  Ei=2Kxδi
 2－KxLx (√4δi

 2＋LX
   2－Lx)    (1) 
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表－5 試験ケースおよび試験結果（試験番号 5～8） 

試験区分 足場板を用いた試験 

試験番号 5 6 7 8 

ネット寸法(m) 2.407×2.470 1.992×2.080 1.577×1.690 2.407×2.470 

ネット枚数(枚) 2 3 4 2 

衝突回数(x回目) 1 1 1 1 

ロープ本数 
1辺当たり 1 1 1 2 

合計(4辺当たり) 4 4 4 8 

ブレーキリングの有無 無 無 無 有 

ネット端部※2の接続交点 56 48 40 56 

衝突箇所 中央 中央 中央 中央 

テンションバーひずみ計測 有 有 有 有 

衝突物諸元 

種類 足場板 足場板 足場板 足場板 

幅(m)
 ※1

 0.25 0.25 0.25 0.25 

高さ(m)
 ※1

 0.04 0.04 0.04 0.04 

長さ(m)
 ※1

 4.00 4.00 4.00 4.00 

質量(kg)
 ※1

 62.0 63.0 70.0 64.0 

落下高さ(m)※
1
 45.048 44.324 42.331 44.168 

衝突速度(m/s)※
1
 29.50 29.30 27.70 28.90 

衝突時のネット鉛直変形量(m)
 ※1

 1.015 0.885 0.746 0.606 

ネット端部 
破断数(割合)

 ※1
 0(0%) 0(0%) 0(0%) 0(0%) 

残存数(割合)
 ※1

 56(100%) 56(100%) 56(100%) 56(100%) 

捕捉の可否 捕捉可 捕捉可 捕捉可 捕捉可 

総入力エネルギー(kJ)
 ※3

 27.6 27.5 27.4 27.1 

評価式による限界吸収エネルギー(kJ) 45.6 40.2 36.8 45.6 

ネットの有効交点数(箇所) 6 6 6 6 

評価式による交点 1点当たりの荷重(kN) 9.2 7.4 7.1 9.1 

交点 1点あたりの破断強度(kN) 22.5 22.5 22.5 22.5 

※1 実測値を示す． 

※2 ネット端部とは，シャックルを介してフレームドロープと接続した箇所を示す． 

※3 総入力エネルギーとは，ネット衝突時の衝突物の運動エネルギーと衝突後のネット変形量における位置エネ

ルギーとの和を示す． 

 

 E= ∑ Ei

Ny

i=1

         (2) 

 F0=
4mv0

  2

3dmax

           (3) 

 

ここで，E：吸収エネルギー(kJ)，K：等価剛性(kN/m)，

δ：ネットたわみ量(m)，L：ネット長(m)，F0：最大衝撃

荷重(kN)，m：飛来物質量(ton)，v0：衝突速度(m/s)，dmax：

飛来物衝突後の移動量(m)となる．また，交点 1点あたり

の荷重は最大衝撃荷重 F0に対し，衝撃荷重が作用する交

点数（有効交点数）で除した値として算出した． 

ネット評価式には図－9および表－6に示すTECCOネ

ット引張試験結果より得られたネット交点特性を使用し

た．この試験は図－10に示すように展開方向 7メッシュ

×展開直角方向 13メッシュの矩形ネットに対するネッ 

 

図－9 TECCOネット引張試験結果 

 

表－6 TECCOネット交点特性 

破断荷重 

(kN) 

破断伸び量 

(mm) 

吸収エネル

ギー(J) 

等価剛性 

(kN/m) 

22.5 17.6 198 1278 

 

 

伸び量 (mm) 

荷
重

 
(k

N
/m

) 

Test 1 

 

Test 2 

 

等価剛性 
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図－10 TECCOネット引張試験状況 

 

 

図－11 各設定位置図 

 

ト展開方向の静的引張試験である． 

ここで，図－11にテンションバー，ブレーキリング位

置および設定衝突位置を示す．なお，白井らの試験 3)と

の違いとして使用したネットの構造に加え，本試験では

フレームドロープとネットの固定にはシャックルを用い，

適切なピッチを設けて設置している．一方，白井らの試

験では，ネットの目合いすべてにワイヤロープを通して

固定しており，固定される目合い数に違いはあるが，ネ

ット端部がロープ並行方向に自由度を有している点はい

ずれも同様であり，ロープで固定していない目合いにつ

いても，目合い間で荷重が伝達され変形が生じているこ

とから，参考文献 3に示されるエネルギー評価式の適用

を妨げるものではないと考える． 

なお，捕捉の可否の判断は，『衝突物がネットを貫通せ

ず，ネット上で静止した状態にあること』とした． 

 

4. 試験結果 

 

4.1 鋼製材を用いた試験 

(1) ネット変形および損傷状況 

図－12に衝突後のネット状況を示す． 

試験番号 1 は設計対象の飛来物エネルギーを超える

19.2kJ のエネルギーを有する鋼製材をネット中央部に衝

突させたものである．結果として，ネット端部に軽微な

素線変形が確認されたが，ネット衝突部およびネット端

部の破断は確認されず，鋼製材は安定した状態で捕捉さ

れた． 

試験番号 2は試験番号 1の試験実施後に，ネットの補

修を行わないまま，評価式による限界吸収エネルギー

45.6kJ の 1.8倍程度である 84.5kJ のエネルギーを有する

鋼製材をネット中央部に衝突させたものである．なお，

この衝突エネルギーは試験番号 1の結果からネットの限

界吸収エネルギーが評価式による限界値よりも大きいと

想定されたため，試験番号 1と同程度の質量を有する鋼

製材を，試験に使用したクレーンの限界高さから落下さ

せるものとして設定した．結果として，ネット衝突部付

近に軽微な変形が生じ，ネット端部に 56箇所中 12箇所

の素線破断が確認されたが，鋼製材は安定した状態で捕

捉された．この結果から，本試験に用いた TECCO ネッ

トは想定する飛来物の複数回衝突に対して有効であるこ

と，またネット評価式による限界吸収エネルギーよりも

1.8倍以上の裕度を有していることが確認された． 

試験番号3は試験番号1と同程度のエネルギーを有し，

先端がエッジ加工となる鋼製材をネット中央部に衝突さ

せたものである．結果として，ネット衝突部付近および

ネット端部に軽微な変形が生じたが，ネットの破断は確

認されなかった．図－13 に示すように試験番号 1 では，

鋼製材衝突部付近に局所的な変形は確認されなかったが，

試験番号 3では局所的な変形が確認された．総入力エネ

ルギーが同程度であるにもかかわらず，局所変形が生じ

た理由としては，ネットへの鋼製材の衝突面積が試験番

号 1に比べ小さいために局所的に力が集中したものと考

えられる．この結果は白井らの貫通性能の評価式におけ

る飛来物の衝突面積と貫通評価に使用するネット有効交

点が比例関係となる設計の考えと一致する． 

試験番号 4は試験番号 2の結果を基にネットの限界性

能を想定した試験である．試験番号 2の結果より鋼製材

衝突時には衝突部ではなく，ネット端部から破断してい

く傾向にあることが確認された．また，既往の試験 3)で

はネット端部の破断傾向はネットの拘束方法により影響

を受けることが確認されており，四辺を完全拘束する場

合はネットが十分に変形する前に衝突部が貫通し，ネッ

ト端部に自由度を多く設けた場合はネットが十分に変形

し，衝撃吸収機能が十分に機能するが，ネット端部から

の破断が生じやすくなるものと見受けられる．これらを

踏まえ，ネット端部の破断数と総入力エネルギーには比

例関係があると仮定し，試験番号 4ではすべての端部が

損傷するものと想定される飛来物エネルギーを設定した． 

本試験では，エネルギー吸収の評価式による限界吸収

エネルギー45.6kJの4倍程度のエネルギー184.6kJを有し，

かつ貫通性能評価において交点の破断強度 22.5kNの 1.3

倍程度の 29.0kN が作用する鋼製材をネット中央部に衝

突させた．結果として，ネット衝突部付近は大きく変形

し，ネット端部においては 56箇所中 33箇所の素線破断

が確認されたが，鋼製材は貫通することなく捕捉された． 

素線破断箇所が全交点の60%近い33箇所であること，

またその他交点付近についても素線が大きく変形してい
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試験番号 1 試験番号 2 試験番号 3 試験番号 4 

    

衝突後の状況 

    

衝突後の状況（衝突部付近拡大） 

 

   

ネット端部状況 

図－12 衝突後のネット状況（試験番号 1～4）

 

  
図－13 衝突部付近変形箇所比較 

 

 
図－14 衝突後のシャックル移動状況（試験番号 4） 

 

ることから，ネットは限界に近い状態だったものと推 

 

測される．この結果から，第 1回目衝突の場合，TECCO

ネットのエネルギー吸収能力は評価式で評価されたもの

の 4 倍程度，貫通性能は評価式で評価された 1.3 倍とな

ることが確認された．なお，図－14に示すようにネット

端部が破断した場合，ネット端部に配置されるシャック

ルがネット中央方向に移動することでネットたわみ量が

大きくなる傾向となることが確認された． 

 試験番号 1および 3の素線変形，試験番号 2の素線破

断はネット展開方向端部のみであり，試験番号 4の素線

破断はネット展開方向端部全箇所に加え，ネット展開直

角方向端部が数箇所であることが確認された．これはネ

ットが異方性を有していることから，展開方向に荷重が

集中する傾向にあるためと考えられる．また，ネット端

部が破断する理由としては，施工性を考慮しネット端部

に取り付けるシャックルを 3～4 メッシュ間隔での配置

としていることから，ネット端部への負担が大きくなる

ためと考えられる． 

(2) 衝突後の鋼製材先端変形状況 

図－12の衝突部の状況（衝突部付近拡大）においてネ

ット衝突後の鋼製材先端変形状況が確認できる．試験番

号 1～4の全ケースにおいて，鋼製材先端の変形はほとん

ど確認されず，試験番号 1～4において衝突物側でのエネ

ルギー吸収はなかったものと考えられる． 

 

 

 

拡大（下方から望む） 

端部変形箇所 

 
端部破断箇所 

 

端部変形箇所 

 
端部破断箇所 

 
試験番号 1：衝突部付近状況 

 
試験番号 3：衝突部付近状況 
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区分 ネット変形量-時間関係 フレームドロープ張力-時間関係 衝撃力-時間関係 

試 

験 

番 

号 

1 

   

試 

験 

番 

号 

2 

   

試 

験 

番 

号 

3 

   

図－15 時刻歴グラフ一覧（試験番号 1～3） 

 

(3) 試験毎の時刻歴関係 

 試験番号 1～3 において，図－15 に時刻歴グラフ一覧

を，図－16にネット変形の時刻歴図を示す．ここで，図

－15に示す衝撃力－時間関係図に示す衝撃力は，計測に

より得られた加速度に質量を乗ずることにより導いたも

のである．試験番号 4においては，ネットの限界性能を

確認する試験であったため，各種計測は割愛した． 

 なお，ネット変形量－時間関係図は衝突物がネットに

衝突してからリバウンドするまでを示している． 

試験番号 1におけるフレームドロープ張力および衝撃

力のピークは 90ms～100ms付近となり，ネット変形量の

ピークである 100ms付近と概ね一致する． 

試験番号 2におけるフレームドロープ張力のピーク値

は 40～50ms 付近となり，試験番号 1 と比べ，早い時間

にピーク値を迎えている．ここで，図－16の 0ms時のネ

ット変形量を比較すると，試験番号 2は試験番号 1より

も変形量が大きいことが確認できる．これは，試験番号

2 が試験番号 1 に使用したネットを補修なしに使用して

いるため，ネットに 318mm 程度の残留変位が生じてお

り，部分的に塑性変形しているものと考えられる．以上

より，試験番号 2のネットはたるみが取れた状態であっ

たことから，ネットからロープへ荷重が伝搬する速度が

速くなったものと推測できる．また，ネット変形量のピ

ークは 70ms 付近となっているが，フレームドロープ張

力および衝撃力のピークは 40～50ms と若干の誤差が生

じている．これは 40ms～50ms 付近で荷重のピークを迎

えた時点でネット端部の破断が始まったことにより，衝

撃力は下がり始めるが，ネットの変形は増大したものと

考えられる．その後，フレームドロープ張力は最大変形

60ms～70ms 付近で再び小さいながらピークを示してい

る． 

試験番号 3におけるフレームドロープ張力および衝撃

力のピークは 100ms付近となり，ネット変形量のピーク

である 100ms付近と概ね一致する． 

また，試験番号 1と試験番号 3を比較すると，ネット

変形量は同様な波形を示し，またそのピーク値はほぼ一

致する．ロープ張力，衝撃力においてもピーク発生時間

およびピーク値はほぼ一致する結果が得られている．こ

の結果から，鋼製材先端の形状が異なる場合でも，ネッ

ト全体の変形や各種荷重の応答値は概ね同傾向となるこ

とが確認された． 
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試験番号 1 試験番号 2 試験番号 3 

   

0ms 0ms 0ms 

   

30ms 30ms 30ms 

   

60ms 60ms 60ms 

   

90ms 70ms（ピーク時付近） 90ms 

 

 

 

100ms（ピーク時付近）  100ms（ピーク時付近） 

図－16 ネット変形の時刻歴図（試験番号 1～3） 

 

4.2 足場板を用いた試験 

(1) ネット変形および損傷状況 

衝突後のネット状況を図－17に示す． 

試験番号 5 は設計対象の飛来物エネルギーを超える

27.6kJ のエネルギーを有する足場板をネット中央部に衝

突させたものである．結果として，ネット衝突部および

ネット端部に軽微な素線変形が確認されたが，ネットの

破断は確認されず，足場板は安定した状態で捕捉された． 

試験番号 6および試験番号 7は試験番号 5とネット枚

数およびネット寸法が異なるものであった．試験番号 5

と同程度のエネルギーを有する足場板をネット中央部に

衝突させたが，ネット端部の素線変形度合は試験番号 5

よりも小さい結果となった．これはネット枚数が多いた

めに力が分散したものと考えられる．結果としては，ネ

ットの破断は確認されず，足場板は安定した状態で捕捉

されたことから，ネットは 3枚，および 4枚重ねに対し

ても十分な捕捉性能を有することが確認された． 

試験番号 8は試験番号 5と同様な試験であるが，構造

上，ネット周辺のフレームドロープに緩衝装置であるブ

レーキリングを設置している点が異なる．結果として，

ネット衝突部にのみ軽微な素線変形が確認されたが，ネ

ットの破断は確認されず，足場板は安定した状態で捕捉
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試験番号 5 試験番号 6 試験番号 7 試験番号 8 

    

衝突後の状況 

    

衝突後の状況（衝突部付近拡大） 

    

ネット端部状況 

図－17 衝突後のネット状況（試験番号 5～8） 

 

 

図－18 ブレーキリング引張試験結果 

 

された．なお，ブレーキリングの静的引張試験（図－18）

において，ワイヤロープに 25kN 以上の張力が作用した

場合，ブレーキリングが大きく作動し始めている様子が

確認されるが，本試験ではワイヤロープに最大 40kN 程

度の張力が作用したにも関わらず，ブレーキリングはほ

とんど作動しない結果となった．これは作用した張力が

40kNと比較的小さいこと，また張力の作用時間が短かっ

たことから，ブレーキリングが大きく作動しなかったも

のと考えられる． 

(2) 衝突後の足場板先端変形状況 

図－19 にネット衝突後の足場板先端変形形状を示す．

試験番号 5～8 の全ケースは同程度のエネルギーを有す

る試験であったにもかかわらず，その変形度合が異なっ

ていた．これは同程度のエネルギーの衝突であったとし 

 

足場板全体状況（ネット衝突前） 

  

衝突後先端形状（試験番号 5） 衝突後先端形状（試験番号 6） 

  

衝突後先端形状（試験番号 7） 衝突後先端形状（試験番号 8） 

図－19 衝突後の足場板先端形状
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区分 ネット変形量-時間関係 フレームドロープ張力-時間関係 衝撃力-時間関係 

試 

験 

番 

号 

5 

   

試 

験 

番 

号 

6 

   

試 

験 

番 

号 

7 

   

試 

験 

番 

号 

8 

   

図－20 時刻歴グラフ一覧（試験番号 5～8） 

 

ても衝突時の微小な角度の違い，ネットと衝突物との衝

突条件によって変形状況が異なるものと推測される．し

たがって，足場板衝突時においては変形の度合が様々で

あるため，設計時では衝突物側のエネルギー吸収は考慮

しないことで保守的な評価になるものと考える． 

(3) 試験毎の時刻歴関係 

図－20に時刻歴グラフ一覧を，図－21にネット変形の

時刻歴図を示す． 

試験番号 5 におけるフレームドロープ張力は 60ms～

70ms付近でピークを迎えており，ネットの変形量のピー

クである70ms付近と概ね一致する．衝撃力は0ms～20ms

にかけて増加し，20ms 付近で一時的に減少傾向となる．

これは足場板先端が変形したことにより，衝撃力が一時

的に緩和されたものと考えられる． 

試験番号 6 におけるフレームドロープ張力は 50ms～

60ms付近でピークを迎えており，ネット変形量のピーク

である 60ms 付近と概ね一致する．衝撃力は 0ms～10ms

にかけて力が増加し，10ms付近で一時的に減少傾向とな

る．これは試験番号 5と同様に足場板先端が変形したこ

とにより，衝撃力が一時的に緩和されたものと考えられ

る． 

試験番号 7 におけるネット変形量のピークは 60ms 付

近となっており，フレームドロープ張力および衝撃力の

ピーク値も同様に 60ms付近となっている．図－19に示

すように，足場板先端に変形が生じていないことから，

衝撃力の緩和は確認されない． 

試験番号 8 におけるネット変形量は，20ms～40ms 付

近，50ms～70ms付近それぞれでネットの変形が一時的
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試験番号 5 試験番号 6 試験番号 7 試験番号 8 

    

0ms 0ms 0ms 0ms 

    

20ms 20ms 20ms 20ms 

    

40ms 40ms 40ms 50ms 

    

70ms（ピーク時） 60ms（ピーク時） 60ms（ピーク時） 90ms（ピーク時） 

図－21 ネット変形の時刻歴図（試験番号 5～8） 

 

に停止している．また，衝撃力は 20ms付近および 50ms

付近で減少している．ここで，図－21の連続写真を確認

すると，20ms 付近で足場板先端に変形が生じ，50ms付

近でさらに変形が生じていることが分かる．これより，

20ms付近および50ms付近のそれぞれで足場板先端の変

形が生じたことにより，衝撃力が緩和され，ネットの変

形も抑制されたものと考えられる．また，他の 3ケース

と比較すると，同じような衝突エネルギーの試験である

にもかかわらず，ロープ張力の最大値は他のケースより

も小さい値を示している．これについても足場板先端の

変形によるものと考えられる． 

ここで，試験番号 5～7の 3ケースは衝突エネルギーが

同程度であるが，ネットの枚数や寸法が異なる試験であ

る．これらを比較すると，ネット変形の波形は同傾向を

示すが，試験番号 5～7にかけて最大変形量が小さくなる

傾向が確認される．これはネット寸法および面積が小さ

いほどネット最大変形量が小さくなるためと考えられる．

また，フレームドロープ張力においては試験番号 5～7

の 3ケースでピーク値が同程度を示している．これらの

関係性を以下のように推測した． 

①ネットの枚数が少ない構成の場合，ネット 1枚に作用

する張力は比較的大きくなる． 

②ネットの枚数が多い構成の場合，ネット 1枚に作用す

る張力は比較的小さくなる． 

③試験番号 5～7においては，ネットの寸法および枚数は

異なるものの，ネット合計の張力としては同程度となる． 

④ネット合計の張力がロープに作用するため，試験番号

5～7におけるロープの作用張力最大値は同程度となる． 

上記関係性が試験番号 8では確認されなかった要因と

しては，足場板の先端変形により衝突エネルギーの一部

を吸収してしまったためと考えられる． 

 

5. TECCO ネットのストレートワイヤ構造による散逸エ

ネルギーの試算 

 

試験番号 2および 4の結果よりTECCOネットはネッ 
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図－22 交点のスライド 

 

 

 
図－23 試験番号 2の交点のスライド状況 

 

ト評価式による限界吸収エネルギーを上回る性能を有し

ていることが確認された．この理由としては，TECCO

ネットには金網に加え，ネット評価式では考慮されてい

ないストレートワイヤを挿通しているため，飛来物衝突

時において編み込み交点部との摩擦による抵抗力がエネ

ルギー吸収に寄与しているものと考えられる． 

 したがって，本項ではこの交点とストレートワイヤに

よるエネルギー吸収性能について検討を行うものとする．

なお，試験番号 2および試験番号 4においてネット端部

の破断も確認されるが，ネットの破断によるエネルギー

吸収機構は複雑であるため，本考察ではネットの破断に

関するエネルギー吸収は考慮せず，比較的ネットの破断

が少ない試験番号 2の結果を基に交点とストレートワイ

ヤのエネルギー吸収性能について検討を試みた． 

 

5.1 ストレートワイヤの摩擦力 

 先述のとおり，ネットは異方性を有していることから

展開方向に張力が作用しやすい傾向となる．試験番号 2 

 

 
図－24 試験番号 2の交点のスライド量推定 

（※隣り合うメッシュを区別するため黒と赤とに色分けしている．） 

 

ではネット展開方向端部に破断が生じている箇所がある

ことから，ネットは限界まで引き寄せられているものと

考えられる．したがって，金網交点部－ワイヤ間に作用

する摩擦力はワイヤが挿通される金網交点部の破断強度

に摩擦係数を乗じたものと推測でき，さらに，ストレー

トワイヤは隣り合うひし形部よりそれぞれ引張を受ける

ため，編み込み交点のスライド量×2 箇所分の摩擦力が

生じるものと考える． 

ここで，衝突前後のネット編み込み交点は図－22に示

すようにスライドすることが確認できる． 

 

5.2 ネット編み込み交点の移動量 

 試験番号 2の衝突後のネット状況を確認すると，図－

23に示すとおり，ネット編み込み交点が端部方向に引き

寄せられ，変形する状況が確認された． 

 交点のスライド量は初期位置からネット変形後の端部

位置までの距離とし，そのスライド量は図－24より 1箇

所あたり展開直角方向のメッシュ寸法（83mm）がネッ

ト 2枚で 53箇所あるものと読み取れる．以上より，ネッ

ト 2 枚分のスライド量は 83mm×53 箇所=4399mm とな

る． 

 

5.3 ストレートワイヤの散逸エネルギー量の推定 

 ネットは図－12 に示すとおり端部で編み込み交点の

一部が破断していることから，ネット端部では交点破断

 

 

 

衝突前 

 

 

スライド量 

衝突後 

 

ネット1枚目 

（上段） 

 

ネット2枚目 

（下段） 

 
赤：22 箇所，黒：12 箇所，合計：34 箇所 

ネット1枚目 

(上段) 

 
赤：16 箇所，黒：3箇所，合計：19 箇所 

ネット2枚目 

（下段） 
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強度と同等の引張荷重が最終的に作用していると想定さ

れる．また，展開直角方向の編み込み交点端部側から順

に大きく変形していることから，展開直角方向最端部の

編み込みの交点から順次変形しながらストレートワイヤ

から引き抜けていったと想定される． 

 以上から，ストレートワイヤから引き抜けた編み込み

交点では，ストレートワイヤとの間に引張荷重が作用し

た状態で摩擦力が作用していたと推定される．ここで，

交点への荷重は飛来物衝突後の時間軸に対して一次関数

的に増加すると仮定し 3)，またストレートワイヤは一定

の速度で引き抜けたと仮定する．この推定に基づき，交

点に作用した摩擦力と交点の移動量によるエネルギー

ESWを(4)式の様に仮定し算出した結果 19.8～49.5kJ とな

る．  

ESW=
1

2
f・μ・n・⊿L           (4) 

ここで，ESW：ストレートワイヤの吸収エネルギー(kJ)，

f：接触面に作用する荷重(22.5kN)，μ：編み込み交点－

ストレートワイヤ間の摩擦係数(0.2
7)～0.5

8)
)，n：金網メ

ッシュとストレートワイヤ間の接触交点数(2)，⊿L：ス

ライド量(4.399m)を示す．摩擦係数については大きな値

を用いると摩擦による散逸エネルギー量を過剰に見込む

ことから，金属間の一般的な静摩擦係数 0.5 程度に対し

て，より小さな金属間の摩擦係数の知見として参考文献

7 を参照し 0.2～0.5 として計算した．なお，ネットの素

線には腐食防止のため金属めっきを用いていることから，

金属接触での摩擦係数を参照している． 

 したがって，試験番号 2における TECCOネットの吸

収エネルギー量はネット評価式によるネットのみの限界

吸収エネルギー：45.6kJ にストレートワイヤと金網との

摩擦による散逸エネルギー量：19.8～49.5kJを加えた65.4

～95.1kJとなる．  

 これは，試験番号 2の衝突エネルギー84.5kJと同程度

となり，摩擦がエネルギー吸収に寄与している可能性が

示唆された． 

 

6. まとめ 

  

TECCOネットを用いた衝突試験を行ったことにより

得られた結果を以下に示す． 

 

1） 発電所内で想定される飛来物と同程度の衝突エネ

ルギーを有する衝突物による試験を実施し，捕捉性

能が十分であることを確認した． 

2） 白井らが考案したネット評価式を用いてTECCOネ 

 

 

 

 

 

ット（ストレートワイヤを有するネット）の吸収エ

ネルギーの評価が可能であることを確認した． 

3） 編み込み交点とストレートワイヤとの間に摩擦が

生じることにより，エネルギー吸収に寄与している

可能性が確認された． 

4） 足場板などの比較的変形が生じやすい飛来物の場

合，変形の効果によってネットに作用する荷重が低

減することが確認された． 

5） 以上より，ストレートワイヤを有するネットを用い

ることで十分な裕度を有した防護ネットの設計が

可能である． 
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